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一　般　会　計　２11億1,9００万円   （対前年度比＋4.0％）
特別・企業会計　１2９億８,818万2千円（対前年度比△7.1％）

　南九州市の平成30年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび長期財政計画（平成29年度作成）
に基づき、長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けら
れた諸施策を確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に平成30年度は、「子ども・
子育て環境の充実」、「市の魅力発信」、「教育施設の整備」などに予算の重点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比4.0％、8億2,100万円増の211億1,900万円となりました。また、一般会計と５つの
特別会計および企業会計（水道事業会計）を合わせた予算総額は、341億718万2千円で、前年度比0.5％、1億
7,719万5千円の減額となりました。

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の70.8％を占めており、前年度と同水準となっていま
す。依存財源のうち、最も多いものは、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の
35.0％を占めており、以下、国庫支出金、県支出金、市債（借金）の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の17.0％を占
め、寄附金はふるさと寄附金により前年度に対して1.4ポイントの増加となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が
最も多く、全体の52.0％を占めていま
す。前年度に対して1.7ポイントの減で、
人件費、公債費の減によるものです。
　道路整備や学校施設の整備など「投資
的経費」と呼ばれる経費は全体の12.4％
となり、前年度に対し1.3ポイントの増と
なりましたが、強い農業づくり交付金事業
などの増によるものです。
　繰出金については、全体の11.7％を占
め、前年度に対し0.9ポイント減となりま
したが、国民健康保険事業特別会計など
の減によるものです。

市税
35億8,950万円
（17.0%）

地方交付税
73億9,600万円
（35.0%）

歳 入
211億

1,900万円

国庫支出金
25億6,794万円
（12.1%）

県支出金
21億9,125万円
（10.4%）

市債
18億1,630万円
（8.6%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

歳 出
211億

1,900万円

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

市民1人当たりが負担する市税

※金額は、平成30年2月28日現在の住基人
　口（35,871人）で計算しています。（鉱産税、
　国有資産等所在市町村交付金は除く。）

市民1人当たりに使われるお金

※金額は、平成30年2月28日現在の住基人口35,871人で計算しています。

固定資産税
54,072円

民生費
198,804円

市たばこ税
5,995円

教育費
69,809円

農林水産業費
52,041円

土木費
35,409円

公債費
65,789円

消防費
30,071円

その他
16,940円

総額98,730円 総額588,749円

会計別の当初予算額
比　較

平成29年度平成30年度区　分
増減額 増減率

4.0％
△8.8％
△17.9％
△1.4％
3.5％
△2.6％
△5.0％
13.6％
△0.5％

8億2,100万円
△11億4,060万円
△12億9,360万円

△810万円
1億7,030万円
△200万円
△720万円

1億4,240万5千円
△1億7,719万5千円

202億9,800万円
129億3,570万円
72億4,360万円
5億6,020万円
49億1,000万円

7,740万円
1億4,450万円

10億5,067万7千円
342億8,437万7千円

211億1,900万円
117億9,510万円
59億5,000万円
5億5,210万円
50億8,030万円

7,540万円
1億3,730万円

11億9,308万2千円
341億718万2千円合　計

一般会計
特別会計
　　国民健康保険事業特別会計
　　後期高齢者医療特別会計
　　介護保険事業特別会計
　　農業集落排水事業特別会計
　　公共下水道事業特別会計
水道事業会計

市民税
34,577円

軽自動車税
4,086円

総務費
71,426円

衛生費
48,460円

依存財源
149億5,239万円
（70.8%）

自主財源
61億6,661万円
（29.2%）

繰入金　10億9,309万円（5.2%）
使用料および手数料　4億1,899万円（2.0%）
寄附金　4億350万円（1.9%）

分担金および負担金　2億1,418万円（1.0%）
繰越金　2億円（0.9%）
諸収入　1億6,273万円（0.8%）
財産収入　8,462万円（0.4%）

地方譲与税　3億790万円（1.5%）
自動車取得税交付金　3,820万円（0.2%）
地方特例交付金　1,100万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,075万円（0.1%）
交通安全対策特別交付金　750万円（0.0%）
配当割交付金　437万円（0.0%）
利子割交付金　318万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　300万円（0.0%）地方消費税交付金

5億9,500万円
（2.8%）

扶助費
46億2,568万円
（21.9%）

人件費
39億9,744万円
（18.9%）

公債費
23億5,990万円
（11.2%）

繰出金
24億6,810万円
（11.7%）

物件費
26億8,278万円
（12.7%）

補助費など
20億3,605万円
　（9.6%）

   普通建設
   事業費

26億535万円
（12.4%）

義務的経費
109億8,302万円
（52.0%）

投資的経費
26億1,039万円（12.4%）

その他の経費
75億2,559万円
（35.6%）

災害復旧費
504万円（0.0%）

積立金 2億1,496万円（1.0%）
維持補修費 1億1,269万円（0.5%）
その他 1,101万円（0.1%）

平成30年度当初予算を市民１人当たりに換算すると・・・

平成30年度当初予算の歳入歳出状況

平成30年度　南九州市当初予算
　歳出を目的別に見ると、最も大きな割合を占め
るのが、市民の皆さんが安心して暮らすための福
祉の充実などに使われる民生費で、前年度に対し
0.3 ポイントの増で全体の 33.8％を占めています。
これは、保育所に対する運営補助などの増による
ものです。
　次に多いのは総務費で全体の 12.1％を占めてい
ますが、ふるさと寄附金事業費の増によるものです。
　以下は教育費、公債費、農林水産業費、衛生費、
土木費、消防費の順となっています。

＜目的別歳出の状況（一般会計）＞
平成 30 年度 平成 29 年度

民生費 71 億 3,128 万円（33.8%）67 億 9,380 万円（33.5%）
総務費 25 億 6,211 万円（12.1%）24 億 2,306 万円（11.9%）
教育費 25 億    414 万円（11.9%）26 億 9,332 万円（13.3%）
公債費 23 億 5,990 万円（11.2%）24 億 1,764 万円（11.9%）
農林水産業費 18 億 6,675 万円（  8.9%）13 億 2,275 万円（  6.5%）
衛生費 17 億 3,833 万円（  8.2%）18 億 4,476 万円（  9.1%）
土木費 12 億 7,016 万円（  6.0%）12 億 5,205 万円（  6.2%）
消防費 10 億 7,866 万円（  5.1%）10 億 6,478 万円（  5.2%）
商工費 2 億    242 万円（  1.0%） 1 億 9,809 万円（  1.0%）
議会費 1 億 7,493 万円（  0.8%） 1 億 7,329 万円（  0.9%）
諸支出金 2 億 1,528 万円（  1.0%） 9,949 万円（  0.5%）
予備費 1,000 万円（  0.0%） 1,000 万円（  0.0%）
災害復旧費 504 万円（  0.0%） 497 万円（  0.0%）
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一　般　会　計　２11億1,9００万円   （対前年度比＋4.0％）
特別・企業会計　１2９億８,818万2千円（対前年度比△7.1％）

　南九州市の平成30年度当初予算は、行政改革大綱、集中改革プランおよび長期財政計画（平成29年度作成）
に基づき、長期的な視点に立った財政運営に努めるとともに、第二次南九州市総合計画の基本計画に位置付けら
れた諸施策を確実に推進するため、効率的かつ重点的な予算編成を行いました。特に平成30年度は、「子ども・
子育て環境の充実」、「市の魅力発信」、「教育施設の整備」などに予算の重点的な配分を行いました。
　一般会計の総額は、前年度比4.0％、8億2,100万円増の211億1,900万円となりました。また、一般会計と５つの
特別会計および企業会計（水道事業会計）を合わせた予算総額は、341億718万2千円で、前年度比0.5％、1億
7,719万5千円の減額となりました。

　歳入は、国や県から交付されるお金である「依存財源」と呼ばれるものが総額の70.8％を占めており、前年度と同水準となっていま
す。依存財源のうち、最も多いものは、地方自治体が一定水準の行政サービスを保つために国から交付される地方交付税で、全体の
35.0％を占めており、以下、国庫支出金、県支出金、市債（借金）の順となっています。
　一方、市が自ら賄えるお金である「自主財源」のうち、最も多いものは、市民の皆さんに納めていただく市税で、全体の17.0％を占
め、寄附金はふるさと寄附金により前年度に対して1.4ポイントの増加となっています。

　歳出を性質別に見ると、扶助費、人件費
および市債（借金）の償還を行う公債費で
「義務的経費」と呼ばれるものの割合が
最も多く、全体の52.0％を占めていま
す。前年度に対して1.7ポイントの減で、
人件費、公債費の減によるものです。
　道路整備や学校施設の整備など「投資
的経費」と呼ばれる経費は全体の12.4％
となり、前年度に対し1.3ポイントの増と
なりましたが、強い農業づくり交付金事業
などの増によるものです。
　繰出金については、全体の11.7％を占
め、前年度に対し0.9ポイント減となりま
したが、国民健康保険事業特別会計など
の減によるものです。

市税
35億8,950万円
（17.0%）

地方交付税
73億9,600万円
（35.0%）

歳 入
211億

1,900万円

国庫支出金
25億6,794万円
（12.1%）

県支出金
21億9,125万円
（10.4%）

市債
18億1,630万円
（8.6%）

〈歳入の状況（一般会計）〉

歳 出
211億

1,900万円

〈性質別歳出の状況（一般会計）〉

市民1人当たりが負担する市税

※金額は、平成30年2月28日現在の住基人
　口（35,871人）で計算しています。（鉱産税、
　国有資産等所在市町村交付金は除く。）

市民1人当たりに使われるお金

※金額は、平成30年2月28日現在の住基人口35,871人で計算しています。

固定資産税
54,072円

民生費
198,804円

市たばこ税
5,995円

教育費
69,809円

農林水産業費
52,041円

土木費
35,409円

公債費
65,789円

消防費
30,071円

その他
16,940円

総額98,730円 総額588,749円

会計別の当初予算額
比　較

平成29年度平成30年度区　分
増減額 増減率

4.0％
△8.8％
△17.9％
△1.4％
3.5％
△2.6％
△5.0％
13.6％
△0.5％

8億2,100万円
△11億4,060万円
△12億9,360万円

△810万円
1億7,030万円
△200万円
△720万円

1億4,240万5千円
△1億7,719万5千円

202億9,800万円
129億3,570万円
72億4,360万円
5億6,020万円
49億1,000万円

7,740万円
1億4,450万円

10億5,067万7千円
342億8,437万7千円

211億1,900万円
117億9,510万円
59億5,000万円
5億5,210万円
50億8,030万円

7,540万円
1億3,730万円

11億9,308万2千円
341億718万2千円合　計

一般会計
特別会計
　　国民健康保険事業特別会計
　　後期高齢者医療特別会計
　　介護保険事業特別会計
　　農業集落排水事業特別会計
　　公共下水道事業特別会計
水道事業会計

市民税
34,577円

軽自動車税
4,086円

総務費
71,426円

衛生費
48,460円

依存財源
149億5,239万円
（70.8%）

自主財源
61億6,661万円
（29.2%）

繰入金　10億9,309万円（5.2%）
使用料および手数料　4億1,899万円（2.0%）
寄附金　4億350万円（1.9%）

分担金および負担金　2億1,418万円（1.0%）
繰越金　2億円（0.9%）
諸収入　1億6,273万円（0.8%）
財産収入　8,462万円（0.4%）

地方譲与税　3億790万円（1.5%）
自動車取得税交付金　3,820万円（0.2%）
地方特例交付金　1,100万円（0.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,075万円（0.1%）
交通安全対策特別交付金　750万円（0.0%）
配当割交付金　437万円（0.0%）
利子割交付金　318万円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金　300万円（0.0%）地方消費税交付金

5億9,500万円
（2.8%）

扶助費
46億2,568万円
（21.9%）

人件費
39億9,744万円
（18.9%）

公債費
23億5,990万円
（11.2%）

繰出金
24億6,810万円
（11.7%）

物件費
26億8,278万円
（12.7%）

補助費など
20億3,605万円
　（9.6%）

   普通建設
   事業費

26億535万円
（12.4%）

義務的経費
109億8,302万円
（52.0%）

投資的経費
26億1,039万円（12.4%）

その他の経費
75億2,559万円
（35.6%）

災害復旧費
504万円（0.0%）

積立金 2億1,496万円（1.0%）
維持補修費 1億1,269万円（0.5%）
その他 1,101万円（0.1%）

平成30年度当初予算を市民１人当たりに換算すると・・・

平成30年度当初予算の歳入歳出状況

平成30年度　南九州市当初予算



平成30年4月号　〚広報〛 6

  

子
育
て
支
援
体
制
の
強
化

１�　
子
育
て
世
代
の
交
流
の
場
を
設
置
し
ま
す
。

　
【
９
７
万
円
】

　

子
ど
も
・
子
育
て
環
境
の
充
実
の
た
め
、
親
子
で
ふ

れ
あ
い
を
持
て
る
よ
う
な
、
交
流
の
場
（
キ
ッ
ズ
コ
ー

ナ
ー
）
を
各
地
域
に
設
け
ま
す
。 

２�　
産
後
ケ
ア
・
新
生
児
聴
覚
検
査
を
行
い
ま
す
。

　
【
１
１
５
万
円
】

　

母
子
の
健
康
保
持
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
の
健
診
に
加

え
て
産
後
ケ
ア
、
新
生
児
の
聴
覚
検
査
を
行
い
、
産
み

育
て
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
を

進
め
ま
す
。

  

市
の
魅
力
発
信

１�　
首
都
圏
に
お
け
る
知
覧
茶
な
ど
の
情
報
発
信
を
行

い
ま
す
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
【
１
３
４
２
万
円
】

　

知
覧
茶
を
始
め
、
特
産
品
の
新
た
な
販
路
拡
大
に
向

け
た
取
り
組
み
と
し
て
浅
草
の
商
業
施
設
「
ま
る
ご
と

に
っ
ぽ
ん
」
に
出
展
し
、
市
の
Ｐ
Ｒ
・
情
報
発
信
を
行

い
ま
す
。

 
２�　
北
九
州
市
と
の
交
流
１０
周
年
記
念

　
【
継
続
・
一
部
新
規
１
５
９
万
円
】

　

北
九
州
市
と
の
友
好
姉
妹
都
市
交
流
協
定
１０
周
年
を

記
念
し
、
北
九
州
市
と
の
コ
ラ
ボ
メ
ニ
ュ
ー
開
発
、
共

同
物
産
展
を
開
催
し
ま
す
。

３　
地
域
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
事
業

　
【
８
３
２
万
円
】

　

南
九
州
市
の
魅
力
を
紹
介
す
る
静
止
画
、
動
画
お
よ

び
統
一
デ
ザ
イ
ン
に
よ
る
の
ぼ
り
な
ど
の
グ
ッ
ズ
を
作

成
し
ま
す
。

  

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り

１　
集
落
支
援
員
を
設
置
し
ま
す
。　
【
３
５
０
万
円
】

　

市
内
の
各
地
区
の
状
況
を
把
握
し
、
地
域
力
の
維

持
・
強
化
に
資
す
る
取
り
組
み
に
よ
り
更
な
る
活
性
化

を
推
進
し
ま
す
。

２　
男
女
の
出
会
い
を
応
援
し
ま
す
。　
【
７
２
万
円
】

　

出
会
い
サ
ポ
ー
タ
ー
倶
楽
部
（
仮
称
）
へ
の
助
成
に

よ
り
結
婚
を
希
望
す
る
方
の
出
会
い
の
機
会
を
提
供
し

ま
す
。

  

教
育
施
設
・
環
境
の
充
実

１　
か
ご
し
ま
国
体
に
向
け
て
整
備
を
行
い
ま
す
。

　
【
８
４
３
５
万
円
】

　

２
０
２
０
か
ご
し
ま

国
体
に
向
け
て
競
技
場

の
ナ
イ
タ
ー
照
明
施
設

整
備
工
事
、
段
差
改
修

工
事
な
ど
を
行
い
ま

す
。

２　
英
会
話
活
動
協
力
員
を
設
置
し
ま
す
。

　
【
３
２
４
万
円
】　　

　

小
学
校
に
お
け
る
英
語
学
習
の
一
環
と
し
て
、

英
会
話
な
ど
の
学
習
活
動
を
取
り
入
れ
ま
す
。

　
南
九
州
市
で
は
、
将
来
都
市
像
で
あ
る
「
人
と
自

然
が
共
生
す
る
　
活
気
あ
ふ
れ
る
　
住
み
よ
い
ま

ち
　
南
九
州
市
」
を
目
標
と
し
て
掲
げ
、
南
九

州
市
総
合
計
画
に
基
づ
き
ま
ち
づ
く
り
を
進

め
て
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
平
成
３０
年
度

の
当
初
予
算
の
特
徴
に
つ
い
て
新
規
事

業
を
中
心
に
紹
介
し
ま
す
。

平
成
３０
年
度
当
初
予
算
の
特
徴


